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研究成果の概要（和文）：本研究が明らかにしようとしたのは、1994年に導入された小選挙区比例代表並立制
が、①政党制、②政党組織、③議員の行動、④有権者の投票行動にどのような効果を与えたのかという点であっ
た。並立制が、その内包する制度的要素により、これまで言われてきた多数代表と比例代表の折衷・中間的制度
ではなく、独自の作用をもつ全く別の効果を、政党・議員・有権者に与えていることを実証的に明らかにし、選
挙制度に対する理解を深めた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify what effects the mixed electoral 
system of single-seat constituencies and proportional representation, introduced in 1994, had on (1)
 the party system, (2) party organization, (3) the behavior of lawmakers, and (4) the voting 
behavior.
This study empirically clarifies that, due to the institutional elements contained within Japanese 
mixed system, it has an entirely different effect on political parties, legislators and voters with 
its own unique function, rather than being an intermediate system between majority representation 
and proportional representation as has been said, thereby deepening understanding of the electoral 
system.

研究分野： 選挙研究

キーワード： 選挙制度　投票行動　小選挙区比例代表並立制　議員活動　復活当選

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
1994年に政治改革の一環として、並立制が導入された当時、「一党優位制から二大政党中心の政党制」、「一体
的な政党組織」、「政策中心の立法活動」、「政党本位の投票」の実現が期待されたが、その後の現実は、しば
しばこの期待から乖離し、議員や有権者の行動には、なお政治改革以前の残像が見られた。本研究は、その有力
な原因として、並立制がもつ独特な制度的要素の効果を指摘し、政治改革が実現できなかったことを見直す視座
を提供した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

多数代表制と比例代表制を組み合わせた「混合制」は 21 世紀にもっとも進展した政治制度の

イノベーションのひとつである。混合制は、二つの制度が独立に並置される「並立制」と政党へ

の議席配分が比例代表部分で決まる「併用制」からなる。この選挙制度は、1980 年代には 4.3%

の国でしか採用されていなかったが、2019 年には 17.8%の国が採用するに至った。日本でも、

1994 年に小選挙区比例代表並立制が採用されたが、導入当時は、比例代表部分によって少数意

見も配慮されはするものの、多数代表部分の効果で二大政党制へと収斂していくと予想されて

いた。「一党優位制から二大政党中心の政党システム」、「一体的な政党組織」、「利益誘導から政

策中心の議員の立法活動」、「候補者個人本位から政党本位の有権者の投票」が当時の期待であっ

たが、現実には予測と反した帰結も多く観察された。例えば、当初、二大政党制に向かうかと思

われた政党制も、2回の政権交代以降は、一党優位制に戻ったように思われた。このような状況

は、日本で観察されるだけではない。世界的に見ても、1990 年以降、混合制を採用する国が増

えた背景には、混合制は双方の制度の長所を併せもつとの期待があった。しかし、政党システム、

政党組織、議員の選挙・立法活動、有権者の投票行動などに関し、当初の期待とは異なる効果が

多くの国でやはり観察されている。 

 本研究は、「小選挙区比例代表並立制は、政党システム、政党組織、議員の立法活動、有権者

の投票行動にどのような影響を与えているのか」を問う。選挙制度は、政治的帰結に強い影響を

与える重要な制度であり、政治学における最も重要な研究テーマの 1つである。そこで、選挙研

究だけでなく、政策・議会・政党にも明るい研究者が共同して研究を行うこととした。学術的関

心の高さと重要性、また実社会への影響の大きさを考えると、並立制が政党・議員・有権者に与

える影響について、(1)当初の期待と実態が乖離するのはなぜかを明らかにする必要があり、そ

のためには(2)選挙制度を適切に分析するための新しい理解が必要と考えたからである。制度が

定着し、その効果が生じるまでには時間がかかることが多く、時期的に見ても良いタイミングで

あった。 

 本研究が、それまで十分に解明されなかった並立制独自の効果を理論と実証の両面から検証

することができれば、従来、折衷的なものと思われてきた並立制の位置づけに新しい理解を与え

ると期待できた。これは、多数代表制と比例代表制を独立に扱ってきた従来の選挙制度研究の在

り方を一変させる効果をもちうる。同時に、現実政治に対する政治改革のインパクトという観点

からは、ここ四半世紀の日本政治が何を目指し、そのうち何が実現し何が実現しなかったのかを

考察する絶好の視座を提供すると考えられた。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、「小選挙区比例代表並立制が、政党システム・組織、議員の立法活動、有権

者の投票行動に与える影響を理論と実証の両面から明らかにすること」である。特に、並立制を

小選挙区制と比例代表制の単純な組み合わせ・折衷・中間的制度ととらえてきた先行研究に対し、

本研究は、両制度の組み合わせによって独自の作用をもつ選挙制度が生まれ、その結果、想定さ

れていたこととは別の効果が生じることを示す。先行研究が正しく生じうる事態を想定できな

かった理由は、多数代表制と比例代表制を同時に用いることによって発生しうる効果、比例代表

制に由来する効果、重複立候補制や惜敗率による復活当選など副次的に組み込まれた要因がも

つ効果について検討が不十分だったこと、また多数代表制か比例代表制かという議席配分法の



違いにばかり注目が集まり、定数や投票方法などが持つ影響を理論的に峻別せず議論していた

ことなどが考えられる。本研究では、以上の問題意識に基づき、現行の小選挙区比例代表並立制

について、詳しく検討する。 

 

３．研究の方法 

本研究で明らかにすることは、「小選挙区比例代表並立制が政治的帰結に与える影響」である。

政治的帰結として、先行研究が豊富で、政治過程の重大な要素である①政党システム、②政党組

織、③議員行動、④有権者の 4つを取り上げ、検討することとした。 

研究計画としては、初年度より理論構築を行い、次年度より実証分析に入り、3 年目以降から

中間的な報告や成果物の執筆を行い、そのフィードバックを活かしつつ、更に、知見をまとめ、

発表していく予定であった。ただし、残念ながら、新型コロナウィルス感染症の流行により、対

面での研究会ができなかったこともあり、さまざまな作業が前半年度から持ち越され、結果的に

後半年度においては同時並行的に進められることになった。理論構築にはメンバー全員で取り

組むが、実証分析・ワーキングペーパーの執筆と中間報告の過程では、①砂原・鹿毛が政党シス

テム、②濱本・大西・砂原と途中参加の平野が政党組織、③藤村・濱本・鹿毛が議員行動、④鹿

毛、藤村、品田と途中から参加した重村が有権者を主に担当した。品田の総括の下、オンライン

やメールによる研究会や打合せを行うことで、個々の研究間の調整と相互理解を進めた。計画前

半には、データの収集加工が重要な作業となるが、この作業は期間全体を通して、着実に進めら

れた。 

理論面に関しては、並立制独自の効果が、政党システムに関し、比例区の存在が二大政党への

結集を阻害すること、政党組織に関し、惜敗率による復活当選の存在が議員の有権者指向を進め

政党指導部への集権化を阻害すること、立法活動に関し、復活当選による複数の現職の存在が議

員の個人集票能力指向を強めること、有権者に関し、行い得る行動が投票参加においても投票選

択においてもより複雑な選択が可能になりうることとの仮説を構築し、これらを各自の関心の

ある分野で検証していくこととなった。 

データの収集加工に関しては、基礎的な各種選挙(特に 2021 年秋に行われた衆議院総選挙・

2022 年夏に行われた参議院通常選挙・2023 年春に行われた統一地方選挙)や選挙区の人口推移

に関するアグリゲートデータ、また選挙公約などのテキストデータの収集加工を精力的に進め

た。また、2年目以降、有権者レベルの意識や行動に関し、試験的な予備調査も含め検討を継続

的に行い、計 3 回分のサーベイデータを蓄積させた。具体的には、2021 年度末には実験を含む

最初の選挙制度等に関するサーベイデータ、翌 2022 年度末には阪神地域を対象に地方政治に関

するサーベイデータ、選挙制度などに関する実験を含むサーベイデータをそれぞれ得ることが

できた。これらのデータについては、翌年度に加工を行い、分析を行うサイクルができた。 

 

４．研究成果 

本研究が明らかにしようとしたのは、1994 年に日本でも採用された小選挙区比例代表並立制

がもたらす政治的影響であった。そのために、政治過程の重大な要素である①政党システム、②

政党組織、③議員行動、④有権者の４つに注目することにした。その際には、並立制を多数代表

制と比例代表制の折衷的存在としてみるのはなく、独特の効果を持つ制度として検討を進めた。 

理論構築について、並立制独自の効果として、①政党システムについて、比例区の存在が小選

挙区での野党の断片化を招き結集を阻害する、②政党組織に関し、復活当選が小選挙区での惜敗

率で決まるため、政治家は政党指導部よりもより有権者の利益に沿った活動を指向し、政党の集



権化が阻害される、③議員の立法活動に関し、復活当選で現職が 2人以上同じ選挙区に存在する

と、議員は個人集票能力を高めようとする、④有権者の投票行動に関し、有権者が行い得る投票

行動は、投票参加を含め、より複雑になる、との仮説を導き、各自の関心のある分野で検証して

いくこととなった。 

 研究期間の前半においては、先行研究を基盤とし、各自のこれまでの研究関心を概ね捉えなお

し、研究を深化させた。特に、濱本は、政党組織・議員活動・政党システム等について、先行研

究を分かりやすく明快に整理し、藤村は政党組織・議員行動に関し、従来の研究を活かした分析

を行った。鹿毛は、自らの研究関心にそった移民やジェンダー、民主化といった分野について有

権者の意識を精力的に分析した。濱本が従来から蓄積してきた研究成果をまとめた集大成を発

表するなどの大きな成果もあった。また、この時期は、データが蓄積されるとともに、本研究の

基礎になる選挙制度理解のために記述的な分析も多く行われた。 

 期間の後半には、実証分析については理論的予測を検証することに注力し、並立制の下での有

権者や政治家、あるいは政策に対する影響の実証分析を進めた。議員行動や政党制に関しては、

複数のメンバーが並立制の下での政治的帰結を明らかにしたが、その成果は図書の執筆刊行に

より日本政治への全般的理解に大いに資するものとなった。有権者レベルに関しても、政治参加

を主に複数のメンバーが分析を進め、知見を学会報告や論文公表により明らかにした。この時期

の分析の特徴は、政策面に関する並立制の影響と投票参加への強い関心であった。後者に関して

は、鹿毛・重村・藤村・品田がそれぞれの研究関心とそれに見合ったデータと方法で政治参加に

対する選挙制度の影響の解明に取り組んだ。 

参加した研究者の多くが並立制下の日本政治を総合的に捉え、まとめる作業に取り組んだこ

とも本研究の成果である。また、将来の分析に必要な観察を重ね、その知見をデータとして整備

することができた。例えば日本についていうと、さまざまなレベルの選挙の投票・開票結果、選

挙公約、地方レベルでは市長選挙などのデータである。また、21 年から 23 年にかけて実施した

実験を含む 3回のサーベイデータでは有権者の動向を観察できた。 

残念ながら、最終年度においても各メンバーの分析と成果発表の作業が継続したため、これま

での成果をひとまとめにして世に問うところには至らなかった。本プロジェクトの研究期間は

終了したが、並立制が政党制、政党組織、議員行動、有権者の各レベルで与える影響についてま

とめ、引き続き、発信していきたい。 
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